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研究成果の概要（和文）：地域所得データと家計調査データを用いて、インドネシアとフィリピンにおける地域間/都
市農村間所得格差の分析を行った。家計調査データにより構築した地域パネルデータを用いたインドネシアにおける都
市化と家計間消費支出格差に関する分析では、これらの変数の間で逆U字の関係があることが分かった。また、教育拡
充と家計間格差の間にも同様な関係があることも分かった。一方、２次元要因分解手法を用いた1975-2009年のフィリ
ピンにおける構造変化と地域間所得格差の分析によると、マニラ首都圏を含むルソン地域内の所得格差は総地域間格差
の約85％を占めており、総格差を決定する主な要因となっていることが分かった。

研究成果の概要（英文）：Using regional income and household survey data, this research has examined 
regional income and urban-rural expenditure inequalities in Indonesia and the Philippines. Based on 
regional panel data constructed using household surveys, we analyzed the relationship between 
urbanization and household expenditure inequality and found that there is an inverted-U relationship 
between these two variables. We also found a similar relationship between educational expansion and 
household expenditure inequality. On the other hand, we conducted a bi-dimensional inequality 
decomposition analysis to investigate changes in the determinants of regional income inequality in the 
Philippines associated with spatial and industrial structural changes from 1975 to 2009. When the 
metropolitan Manila is included, inequality within Luzon has been the dominant contributor to overall 
regional income inequality. Thus, the trend of overall inequality corresponds very closely to that of 
inequality within Luzon.

研究分野： 地域経済学
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１． 研究開始当初の背景 
 

1990 年代以降、東アジアの多くの国で、中
央政府の権限と財源を地方政府へ移譲する
地方分権化政策が実施されている。これには、
地方分権を推進することにより、地域がそれ
ぞれの事情とニーズにあったより適切で柔
軟な統治と効率的な地域公共サービスの提
供を行うことができ、地域経済をより活性化
できるのではないかという理論的な背景が
ある。その一方、資源が豊富な地域や経済的
に豊かな地域と資源もなくまた経済的に貧
しい地域との地域間格差が拡大するのでは
ないかとの懸念も指摘されている。インフラ
整備の遅れているアジアの新興国では、グロ
ーバル化が進む中、グローバル経済に直結し
ている地域やその後背地域が成長を加速さ
せている一方、後進地域や資源に恵まれない
地域が主要経済活動から取り残されるとい
う現象が起きている。地方分権には、どの権
限と財源を移譲するのか、またどの地方レベ
ルへどの程度移譲するのかなどに関して、国
によって様々な形態がある。したがって、地
方分権と地域経済の関係を分析するために
は、国別の研究が必要となる。本研究プロジ
ェクトは、このような問題意識を背景に計
画・実施されたものである。 
 
２． 研究の目的 
 
本研究の主な目的は、経済・社会・文化など
において多様な地域から構成され、世界でも
有数の島嶼国であるインドネシアとフィリ
ピンを分析対象にして、グローバル時代にお
ける地方分権化政策が地域経済および地域
間/都市・農村間の所得格差にどのような影響
を及ぼしているかを、地域所得データと家計
調査データを用いて様々な角度から分析す
ることである。 

 
３． 研究の方法 

 
地域格差の計測には３つの概念的な類型が
ある。第１は、人口シェアで重み付けしない
一人当たりの地域所得により地域間格差を
計測する方法で、新古典派経済成長論に基づ
く地域間収束に関する研究で通常用いられ
ている。しかし、人口シェアで重み付けをし
ないで地域間格差を計測した場合、人口シェ
アの小さい（大きい）地域が過大（過小）に
評価されるという問題がある。第２の類型で
は、人口シェアで重み付けした一人当たり地
域所得により地域間格差を計測する。ここで
は、家計間の格差を念頭に置くが、個々の地
域に所属する家計はすべてその地域の平均
所得を得ているものと仮定して格差を計測
する。すなわち、人口シェアで各地域を重み
付けするものの、地域内の格差は無いものと
仮定して計測する。本研究では、地域所得デ
ータにより地域間格差を計測する場合、人口

シェアで重みを付けた変動係数あるいは
Theil 尺度を用いて計測した。第３の類型で
は、家計間格差を家計調査データにより計測
し、地域間あるいは都市・農村間格差が全体
の格差にどの程度寄与しているかを分析す
る。ここでは、グループ内格差とグループ間
格差に要因分解可能なTheil尺度が通常用い
られる。本研究では、最新の家計調査データ
を付け加え地域間あるいは都市・農村間格差
の分析を行った。また Elbers, et al.(2008)
が提唱しているグループ間格差の寄与度に
関する新測定方法を用いた分析も行った。 
 
４． 研究成果 
 
(1) 地方分権化前後の1975から2009年まで
の 16 行政地域別・11 産業別地域所得データ
を用い、フィリピンにおけるこの期間の産業
構造及び空間構造変化が地域間所得格差に
どのように影響を及ぼしてきたかを、研究代
表者が開発した地域間格差２次元分解手法
を用いて分析した（Akita and Miyata, 2010）。
この分析の主な結果は、以下のとおりである。
1)マニラ首都圏など７行政地域を含むルソ
ン地域内の所得格差は総地域間格差の約
85％を占めており、総格差を決定する主な要
因となっている。すなわち、フィリピンの総
地域間格差を縮小させるためには、ルソン地
域内の格差是正が必要である。2)最貧地域で
あるイスラム教徒ミンダナオ自治地域
（ARMM）とカラガ地域など６行政地域を含む
ミンダナオ地域内の地域間格差は、ARMM とカ
ラガ地域が分離された 1990 年代中盤以降、
大きく拡大している。マニラ首都圏をルソン
地域から除いた場合、フィリピンの総地域間
格差は、2000 年以降ミンダナオ地域内格差に
よって大きく影響を受けている。3)マニラ首
都圏を含めた場合、ルソン地域におけるサー
ビス部門所得地域間格差の寄与度が大きく
上昇しており、2009 年には総地域間所得格差
の約 65％を説明している。一方、製造業を含
む第２次産業所得の地域間格差の寄与度は
減少しているが、製造業からの所得の地域間
格差は依然総格差の 32％を占めている。 
(2) 2008-2010 年度の社会経済家計調査パネ
ル・データ（サンプル・サイズ：60,947）を
用いて、インドネシアにおける家計消費支出
格差要因が農村と都市でどのように異なる
かをさまざまな要因分解手法を用いて分析
した。Theil尺度によると、総格差のほぼ85％
は農村内あるいは都市内における格差によ
り説明できることが分かった。また、都市化
の進展と都市内格差の上昇により、都市内格
差の比重が高まっていることも分かった。し
かし、Elbers, et al. (2008)が提唱してい
るグループ間格差の新しい指標によると、都
市・農村間格差の貢献度は、通常の指標と比
べて、10 パーセント・ポイントほど増加する。
すなわち、都市・農村間格差は総格差の重要
な要因であることが分かった。Blinder 



(1973)と Oaxaca (1973)が開発した要因分析
手法よると（Neumark, 1988）、都市・農村間
格差としては都市・農村間の平均的な教育レ
ベルの違いによるものが大きく、全体の都
市・農村間格差の約 35％を説明している。ま
た、都市内格差についても教育の役割は大き
く、家計主の教育レベルによる格差は、
Elbers, et al の新指標によると、総都市内
格差の約 30％を説明している。一方、地域間
（スマトラ・ジャワ・カリマンタン・スラウ
ェシ・その他地域間）格差の総格差に対する
貢献度は新指標で計測しても約 1-2％であり、
地域間格差の比重は極めて低い。 
(3) インドネシアにおける地方分権化政策
導入以降の社会経済家計調査データによっ
て構築された州別地域パネルデータを用い
て、都市化と家計消費支出格差に関する
Kuznets 逆 U 字仮設の検証を行った。この分
析によると、格差の尺度として Gini 係数と
Theil 尺度のどちらを用いても逆 U 字仮設が
成立することが分かった。推定値を用いて消
費支出格差がピークに達する都市化率を計
算すると 50％弱で、これは 2010 年時点の約
50％を若干下回っている。したがって、さら
なる都市化は消費支出格差を下げる可能性
がある。しかし、2009 年以降消費格差は急速
に拡大しており、Gini 係数は危険水域の 0.4
を超えている。すなわち、最近の格差拡大に
は都市化率以外の他の格差要因が大きく影
響を与えている可能性がある。なお、この研
究では、都市化率に加えて一人当たり GDP も
説明変数としてパネル分析を行った。それに
よると、経済発展水準を表す一人当たり GDP
についても逆U字仮設が成立することが分か
った。 
(4) 2008 年度の消費モジュール社会経済家
計調査データ（サンプル・サイズ：282,387）
を用いて、研究代表者が開発した Theil 尺度
による２段階階層要因分解手法により、イン
ドネシアにおける立地（都市・農村）と教育
（初等・中等・高等教育）に関する家計間消
費支出格差の要因分析を行った（Akita, 
2003）。これによると、総家計間格差の約 13%
は都市農村間格差によるもので、したがって、
総家計間格差の多くは、都市内あるいは農村
内の家計間消費支出格差により説明される
ことが分かった。一方、各世帯を世帯主の教
育水準により初等・中等・高等教育の３グル
ープに分け、総家計間格差の要因分析を行う
と、総家計間格差の約 24%が教育グループ間
格差により説明されることも分かった。しか
し、この多くは、都市と農村間の平均的な教
育水準の違いによるもので、都市農村間の教
育水準格差を考慮すると、教育グループ間格
差の総家計間格差に対する寄与度は約 16%に
低下する。したがって、総家計間格差に対す
る都市農村間格差と教育グループ間格差の
寄与度は合計で約 29%（13% + 16%）になる。
また、教育グループ間格差は都市内と農村内
で大きく異なり、その寄与度は都市内では

23%に対して、農村内では約 9%に過ぎない。 
(5) 1996-2011 年の社会経済家計調査データ
により構築された地域パネルデータを用い
て、インドネシアにおける教育拡充と消費支
出格差に関する Kuznets 逆 U字仮説の検証を
行った。この分析によると、平均的な教育水
準の上昇により消費支出格差は逆U字パター
ンを描くことが分かった。消費支出格差のピ
ークは、9-10 年間の教育水準の近辺で到達す
る。現在の平均教育水準は約 7.7 年間である
ことを考えると、更なる教育の拡大は消費支
出格差を拡大させる可能性がある。その一方、
教育格差の縮小は、消費支出格差を減少させ
る可能性があることも分かった。教育の拡大
とともに教育格差は減少しており、したがっ
て、教育の拡大は、教育格差の縮小を通じて
消費支出格差を減少させる可能性もある。 
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